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昨
年
８
月
28
日
に
「
農
業
協
同
組
合

法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」

い
わ
ゆ
る
「
改
正
農
協
法
」
が
成
立
し
、

本
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た
。（
表

１
参
照
）

　
今
回
の
改
正
で
、
同
法
は
Ｊ
Ａ
の

事
業
目
的
と
し
て
「
農
業
所
得
の
増

大
」
を
掲
げ
て
お
り
、
Ｊ
Ａ
の
役
割
発

揮
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
の

目
的
に
向
け
た
Ｊ
Ａ
運
営
を
促
す
た
め

に
、「
施
行
日
か
ら
起
算
し
て
３
年
を

経
過
し
た
日
以
後
最
初
に
招
集
さ
れ
る

通
常
総
会
の
終
了
の
時
ま
で
」
に
、
理

事
の
過
半
数
を
「
認
定
農
業
者
」
ま
た

は
「
農
畜
産
物
の
販
売
そ
の
他
の
当
該

農
業
協
同
組
合
が
行
う
事
業
又
は
法
人

の
経
営
に
関
し
実
践
的
な
能
力
を
有
す

る
者
（
以
下
、「
事
業
・
経
営
の
プ
ロ
」）」

と
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
た
。（
表

１
参
照
）

　
こ
れ
ま
で
、
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
大
阪
は

都
市
型
農
協
と
し
て
、
消
費
者
に
近
い

立
地
を
活
か
し
た
地
産
地
消
型
の
農
業

振
興
に
努
め
て
き
た
。
そ
し
て
、
全
国

最
小
レ
ベ
ル
の
平
均
耕
作
面
積
と
い
う

生
産
環
境
の
も
と
、「
小
規
模
で
あ
っ

て
も
地
産
地
消
に
貢
献
す
る
農
業
者

等
」
を
大
阪
農
業
の
重
要
な
担
い
手
と

し
て
位
置
づ
け
、
大
阪
府
と
連
携
し
な

が
ら
『
大
阪
版
認
定
農
業
者
（
表
３
）』

等
の
支
援
に
努
め
て
き
た
。

　
こ
う
し
た
中
、
改
正
農
協
法
で
農
業

者
の
意
見
を
Ｊ
Ａ
運
営
に
反
映
さ
せ
る

仕
組
み
と
し
て
理
事
構
成
の
見
直
し
が

義
務
づ
け
ら
れ
た
が
、
大
阪
府
内
の
全

Ｊ
Ａ
は
、同
法
施
行
規
則
に
定
め
る
「
地

区
内
に
お
け
る
認
定
農
業
者
の
数
が
少

な
い
場
合
」
に
該
当
す
る
こ
と
か
ら
、

「
認
定
農
業
者
に
準
ず
る
者
」
も
含
め

て
理
事
の
構
成
要
件
を
満
た
す
こ
と
が

認
め
ら
れ
る
。

　
こ
の
た
め
、
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
大
阪
で

は
、
新
た
な
理
事
構
成
へ
の
対
応
に
向

け
た
「
基
本
方
針
」
を
定
め
、「
大
阪

版
認
定
農
業
者
を
積
極
的
に
理
事
に
登

用
す
る
と
と
も
に
、
支
援
策
（
メ
リ
ッ

ト
措
置
）
を
検
討
・
実
施
し
、
大
阪
ら

し
い
担
い
手
と
し
て
、
大
阪
版
認
定
農

業
者
の
育
成
に
努
め
る
」
こ
と
と
し
た
。

（
表
２
参
照
）

　
ま
た
、
改
正
農
協
法
で
は
、「
理
事

の
年
齢
お
よ
び
性
別
に
著
し
い
偏
り
が

生
じ
な
い
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
こ
と
も
定
め
ら
れ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
同
方
針
で
は
「
女
性
・
青
壮

年
に
つ
い
て
も
理
事
と
し
て
積
極
的
に

●ＪＡの非営利規定を排除し、事業目
標に「農業所得の増大」を明記

●原則、JA理事の過半を認定農業者や
事業・経営のプロに。省令で例外を
規定

●准組合員の事業利用規制の是非につ
いては、ＪＡの自己改革の状況を調
査して判断

●中央会制度を廃止。公認会計士監査
へ移行

●全農の株式会社化が可能

●理事構成において、農協法施行規則
に定める例外規定を準用する際は、
｢ 認定農業者に準ずる者 ｣ として、
可能な限り ｢ 大阪版認定農業者 ｣ を
選任する

●各 JA において、大阪版認定農業者
支援策（メリット措置）を検討・実
施し、将来にわたり理事選任に支障
が無いよう大阪版認定農業者の育成
に努めるものとする

● ｢ 事業・経営のプロ ｣ については、
各 JA において組合員に対し説明責
任を果たせる者を選任する
●できる限り「女性枠」「青壮年枠」を
設けるものとし、性別 ･年齢に偏り
が生じないよう配慮する

（表１）＜改正農協法のポイント＞

（表２）＜基本方針のポイント＞
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農
協
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を
受
け
た
新
た
な
Ｊ
Ａ
運
営
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新
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成
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Ｊ
Ａ
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ル
ー
プ
大
阪
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登
用
す
る
こ
と
を
検
討
」
し
、「
女
性
枠
」

「
青
壮
年
枠
」
を
設
け
る
方
針
も
打
ち

出
し
て
い
る
。

　
な
お
、
事
業
・
経
営
の
プ
ロ
に
つ
い

て
は
、
各
Ｊ
Ａ
の
実
情
に
応
じ
て
、
組

合
員
に
対
し
説
明
責
任
を
果
た
す
こ
と

が
で
き
る
者
を
選
定
す
る
こ
と
に
な
る
。

こ
の
た
め
、
各
Ｊ
Ａ
の
参
考
と
な
る
よ

う
「
実
践
的
能
力
者
」
に
関
す
る
考
え

方
を
整
理
し
、「
組
織
規
模
、
役
職
経
験
、

経
験
年
数
」
と
い
っ
た
判
断
の
目
安
も

示
し
た
。

　
今
後
、
平
成
31
年
６
月
の
総
（
代
）

会
ま
で
に
は
、
府
内
の
全
Ｊ
Ａ
で
新
た

な
理
事
構
成
に
よ
る
Ｊ
Ａ
運
営
が
行
わ

れ
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
政
府
は
、

改
正
農
協
法
施
行
後
５
年
を
目
途
と
し

て
、
Ｊ
Ａ
の
事
業
・
組
織
に
関
す
る
改

革
の
実
施
状
況
等
を
勘
案
し
、
必
要
な

場
合
に
は
制
度
の
見
直
し
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。
准
組
合
員
の
利
用
規
制

の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
、
准
組
合
員
の

事
業
の
利
用
状
況
や
改
革
の
状
況
に
関

す
る
調
査
を
行
っ
て
、
検
討
を
加
え
て

結
論
を
出
す
こ
と
と
し
た
。

　「
農
業
」
協
同
組
合
と
し
て
、
農
家

組
合
員
か
ら
期
待
さ
れ
る
運
営
を
行
う

こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
地
域
住
民
か
ら
も

必
要
と
さ
れ
る
「
Ｊ
Ａ
」
を
目
指
し
て
、

新
た
な
Ｊ
Ａ
運
営
を
検
討
し
て
い
く
こ

と
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

　
各
Ｊ
Ａ
に
お
い
て
「
組
合
員
と
徹
底

し
た
話
し
合
い
」
を
進
め
る
こ
と
が
、

課
題
解
決
に
向
け
た
第
一
歩
と
な
る
。

＜認定のタイプ（個人）＞ ＜認定基準（５年後の目標）＞

大阪府認定農業者 農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者、及びこれと
同程度の農業経営を実践する農業者

大阪府認定地産地消農業者 自ら生産した農畜産物、またはそれを主に使用して自ら加工
品を製造し、府内へ年間５０万円以上出荷・販売する農業者

大阪府認定エコ農業者 化学肥料の使用量及び化学農薬の使用回数を慣行の半分以
下で生産した農産物を府内へ出荷する農業者

（表３）大阪版認定農業者

（図１）改正農協法における理事構成の標準イメージ（理事定数２３人の場合）

注）大阪版認定農業者は、改正農協法施行規則の「国・地方公共団体の計画に位置づけられた中心的農業者」として、「認定農業者
に準ずる者」に位置づけられた。

※１．改正施行規則の例外規定を適用する場合には、「認定農業者に準ずる者」を含む
※２．組合における実務精通理事は、『事業のプロ』に含む
※３．女性会代表者などが含まれる

認定農業者※1
６人
２６％その他※3

１１人
４８％

経営のプロ
３人
１３％

事業のプロ※2
３人
１３％


